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科　　目 金　　額

（資産の部）

流動資産 23,709,493

現金及び預金 11,946,209

受取手形、売掛金及び契約資産 6,022,531

電子記録債権 765,705

棚卸資産 4,756,481

その他 218,565

固定資産 6,035,259

有形固定資産 2,471,319

建物及び構築物 430,668

車両運搬具 2,863

工具、器具及び備品 107,596

土地 1,902,985

リース資産 27,205

無形固定資産 36,401

投資その他の資産 3,527,538

投資有価証券 2,528,455

繰延税金資産 44,216

その他 954,866

資産合計 29,744,752
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

科　　目 金　　額

（負債の部）
流動負債 9,807,091
支払手形及び買掛金 4,016,728
電子記録債務 1,310,209
1年内返済予定の長期借入金 3,000,000
未払法人税等 253,627
賞与引当金 243,429
役員賞与引当金 180,989
その他 802,106

固定負債 1,180,278
退職給付に係る負債 378,253
繰延税金負債 750,735
その他 51,289

負債合計 10,987,370
(純資産の部)
株主資本 16,220,337
資本金 3,075,396
資本剰余金 2,511,078
利益剰余金 11,144,275
自己株式 △510,411

その他の包括利益累計額 2,417,437
その他有価証券評価差額金 1,385,236
土地再評価差額金 △662,775
為替換算調整勘定 1,694,976

新株予約権 119,607
純資産合計 18,757,382
負債・純資産合計 29,744,752

（単位：千円）

連結貸借対照表
（2026年3月31日現在）
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科　　目 金 額

売上高 39,362,026

売上原価 33,022,792

売上総利益 6,339,234

販売費及び一般管理費 5,537,736

営業利益 801,497

営業外収益

受取利息 56,216

受取配当金 54,161

仕入割引 4,959

為替差益 20,243

不動産賃貸料 28,124

その他 33,273 196,978

営業外費用

支払利息 36,715

不動産賃貸原価 11,065

その他 368 48,149

経常利益 950,327

特別損失

減損損失 45,117 45,117

税金等調整前当期純利益 905,210

法人税、住民税及び事業税 367,175

法人税等調整額 141,753 508,929

当期純利益 396,280

親会社株主に帰属する当期純利益 396,280
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

連結損益計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
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連結株主資本等変動計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,075,396 2,511,066 10,988,930 △517,337 16,058,055

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △240,935 △240,935

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

396,280 396,280

自 己 株 式 の 取 得 △153 △153

自 己 株 式 の 処 分 11 7,079 7,090

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － 11 155,345 6,925 162,282

当 期 末 残 高 3,075,396 2,511,078 11,144,275 △510,411 16,220,337

その他の包括利益累計額

新株
予約権

純資産
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評
価差額金

為替換算
調整勘定

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 939,259 △662,775 1,048,823 1,325,307 112,952 17,496,316

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △240,935

親会社株主に帰属
す る 当 期 純 利 益

396,280

自 己 株 式 の 取 得 △153

自 己 株 式 の 処 分 7,090

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

445,977 － 646,152 1,092,129 6,654 1,098,784

当 期 変 動 額 合 計 445,977 － 646,152 1,092,129 6,654 1,261,066

当 期 末 残 高 1,385,236 △662,775 1,694,976 2,417,437 119,607 18,757,382
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連 結 注 記 表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

子会社は全て連結されております。

連結子会社の数 11社

連結子会社の名称 東海テクノセンター㈱

東海精工（香港）有限公司

TOKAI ELECTRONICS (S) PTE.LTD.

台湾東海精工股份有限公司

TOKAI ELECTRONICS AMERICA,LTD.

TOKAI ELECTRONICS PHILIPPINES,INC.

PT.TOKAI ELECTRONICS INDONESIA

東精国際貿易（上海）有限公司

TOKAI ELECTRONICS (THAILAND) LTD.

TOKAI ELECTRONICS INDIA PVT.LTD.

TOKAI ELECTRONICS DEUTSCHLAND GmbH

連結範囲の変更 当連結会計年度において、連結子会社であった東海オート

マチックス株式会社は当社を存続会社とする吸収合併によ

り消滅したため、連結の範囲から除外しております。

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち東精国際貿易（上海）有限公司の決算日は、12月31日であり

ます。連結計算書類の作成に当たっては、連結決算日現在で本決算に準じた仮決

算を行った財務諸表を基礎としております。

なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しておりま

す。
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3. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

(イ)市場価格のない株式等

以外のもの

時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しております。）

(ロ)市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

②棚卸資産 移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切

下げの方法により算定しております。）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①

（

有形固定資産

リース資産を除く）

定率法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 及 び 構 築 物 10～50年

車 両 運 搬 具 ５～６年

工具、器具及び備品 ２～20年

②

（

無形固定資産

リース資産を除く）

定額法

なお、ソフトウエア(自社利用分)については、

社内における利用可能期間(５年)に基づいてお

ります。

③リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金 当社及び国内連結子会社は、債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。また、在外連結子会

社は主として特定の債権について回収不能見込

額を計上しております。なお、当連結会計年度

末における計上はありません。

②賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

③役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分

を計上しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並

びに収益及び費用は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。
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(5) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、

これを取引単位として履行義務を識別しております。当社グループでは、通常

の商取引において、仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合があるため、

履行義務の識別にあたっては本人か代理人かの検討を行っており、自らの約束

の性質が、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義務である場合には

本人と判定しております。

一方、一部の有償支給取引については、部材の提供を受け、他の当事者に引

渡し加工することにより顧客要求の製品となるよう手配する履行義務である場

合には代理人として判定しております。本人か代理人かの検討に際しては、下

記の指標に基づき総合的に判断しております。

・当社グループが、特定された財又はサービスを提供する約束の履行に対す

る主たる責任を有している。

・特定された財又はサービスが顧客に移転される前、又は顧客への支配の移

転の後に、当社グループが在庫リスクを有している。

・特定された財又はサービスの価格の設定において当社グループに裁量権が

ある。

当社グループが本人に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時

点、又は充足するにつれて、特定された財又はサービスと交換に権利を得ると

見込んでいる対価の総額で収益を認識しております。また、当社グループが代

理人に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時点、又は充足する

につれて、特定された財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるよ

うに手配することで権利を得ると見込まれる対価の純額で収益を認識しており

ます。これらの取引については、一時点で履行義務が充足される契約について

は、顧客に引き渡された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識し、一定期

間にわたり履行義務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗

度を見積り収益を認識しております。なお、出荷から引き渡しまでごく短期間

で行われる国内の販売については、出荷した時点において当該商品の支配が顧

客に移転されると判断し、出荷時点で収益を認識しております。

収益は、顧客との契約に示されている対価に基づいて測定され、財又はサー

ビスに対する支配を顧客に移転した時点で収益を認識しております。履行義務

の対価は、履行義務を充足してから主として一年以内に受領しており、重要な

金融要素を含んでおりません。

－　8　－



(6) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法 為替予約取引について振当処理の要件を満たし

ている場合には、振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針 外貨建債権及び外貨建予定取引の一部について、

為替予約を付し、為替変動リスクをヘッジして

おります。

④ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引について為替相場の変動によるキ

ャッシュ・フローの変動を完全に相殺するもの

と想定されるため、有効性評価は省略しており

ます。

(7) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

退職給付に係る会計処理の方法 当社及び連結子会社は、退職給付に係る負債及

び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を

用いた簡便法を適用しております。
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会計上の見積りに関する注記

１.棚卸資産の評価

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

以下のとおり、棚卸資産に係る収益性の低下に伴う簿価切下額を計上して

おります。

科目名 金額

売上原価※ 34,261千円

※前連結会計年度における棚卸資産評価損の戻入益は加味しておりません。

なお、得意先からの指示に基づき通常流動在庫とは区分して補給品として

登録を行い、期間定額償却を行っている棚卸資産評価損も含まれています。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社グループは、棚卸資産の評価に当たり、在庫回転期間が１年超であり、

直近６ヶ月の間に仕入実績のない商品について営業部署が得意先からの受注

見込みに基づき正味実現可能価額の見積りを行っております。正味実現可能

価額は得意先の量産継続期間に使用される商品及び量産期間終了後に得意先

との交渉により買い取られる商品に基づき算定しており、収益性の低下が認

められた棚卸資産については、棚卸資産評価損を売上原価に計上しておりま

す。なお、正味実現可能価額の見積りの結果、得意先の量産継続期間に使用

される商品及び量産期間終了後に買い取られる商品に変動が生じた場合、棚

卸資産評価損計上額に変動が生じる可能性があります。
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２.繰延税金資産の回収可能性

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

金額

繰延税金資産 44,216千円

繰延税金負債 750,735千円

なお、上記繰延税金資産及び繰延税金負債は納税主体ごとの相殺後の金額

を表示しております。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

繰延税金資産の回収可能性は、納税主体ごとに将来の課税所得を合理的に

見積り、将来の税金負担額を軽減する効果を有するかどうかで判断しており

ます。当該判断は、収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性、

タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の十分性及び

将来加算一時差異の十分性のいずれかを満たしているかどうかにより判断し

ております。

当該見積り及び当該仮定について、将来の不確実な経済条件の変動等によ

り見直しが必要となった場合、繰延税金資産計上額に変動が生じる可能性が

あります。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,654,397千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

2. 取引保証金の代用として差し入れている資産

投 資 有 価 証 券 123,505千円

3. 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用

の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。

・再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日

公布政令第119号）第２条第４号に定める路線価及び

路線価のない土地は第２条第３号に定める固定資産

税評価額に基づき、合理的な調整を行って算出して

おります。

・再評価を行った年月日 2002年３月31日
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連結損益計算書に関する注記

減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を

計上しました。

場所 用途 種類 金額

インド 事業用資産 リース資産 2,519千円

インドネシア 事業用資産 リース資産 3,995千円

ドイツ 事業用資産 リース資産 5,981千円

シンガポール 事業用資産 リース資産 6,510千円

アメリカ 事業用資産 リース資産 26,111千円

当社グループは、管理会計上の区分を考慮して、主として事業所別又は事業会社別

にグルーピングし、減損損失の判定を行っております。

また、事業用資産については、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、

将来キャッシュ・フローが見込めないため、回収可能価額を零として評価し、未償却

残高の全額を減損損失として計上しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計
年度末株式数

普通株式 2,360,263株 －株 －株 2,360,263株

2. 自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計
年度末株式数

普通株式 248,468株 55株 3,400株 245,123株

（注) 1.普通株式の自己株式の株式数の増加55株は単元未満株式の買取りによる増加でありま
す。

2.普通株式の自己株式の株式数の減少3,400株はストックオプションの行使による減少で
あります。

3. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2025年６月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 120,372千円 57円 2025年３月31日 2025年６月27日

2025年 10月 30日
取 締 役 会

普通株式 120,562千円 57円 2025年９月30日 2025年11月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当金の総額 配当の原資 １株当たり配当額 基準日 効力発生日

2026年６月25日
定時株主総会

普通株式 120,562千円 利益剰余金 57円 2026年３月31日 2026年６月26日

4. 新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的となる株
式の種類及び数

新株予約権の目的
となる株式の種類

当連結会計年
度期首株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計
年度末株式数

普通株式 56,200株 7,400株 3,400株 60,200株

（注）1.当連結会計年度増加株式数7,400株は新たにストックオプションを付与したことによるも
のであります。

2.当連結会計年度減少株式数3,400株はストックオプションの行使による減少であります。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、短期的な運転資金は自己資金で賄っており、資金調達が必要

な場合においては、主に銀行借入により資金調達しております。

デリバティブは、外貨建ての営業債権債務について為替の変動リスクを回避す

るため原則として先物為替予約を利用しており、投機的な取引は行わない方針で

あります。

2. 金融商品の時価等に関する事項

2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計

上額5,200千円）は「その他有価証券」には含めておりません。また、「現金及び

預金」「受取手形及び売掛金」「電子記録債権」「支払手形及び買掛金」「電子記録

債務」「未払法人税等」については、現金であること、及び短期間で決済されるた

め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 投資有価証券

その他有価証券 2,523,255 2,523,255 －

資産計 2,523,255 2,523,255 －

(1)
１年内返済予定の
長期借入金

3,000,000 2,977,679 △22,320

負債計 3,000,000 2,977,679 △22,320

デリバティブ取引

①
ヘッジ会計が適用されて
いないもの

－ － －

②
ヘッジ会計が適用されて
いるもの

－ － －

デリバティブ取引計 － － －
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3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に

関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した

時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した

時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

(1)時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,523,255 － － 2,523,255

資産計 2,523,255 － － 2,523,255

デリバティブ取引

通貨関連 － － － －

負債計 － － － －
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(2)時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

１年内返済予定の
長期借入金

－ 2,977,679 － 2,977,679

負債計 － 2,977,679 － 2,977,679

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取

引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

１年内返済予定の長期借入金

この時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス

クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時

価に分類しております。
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収益認識に関する注記
1. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント

関東・甲信越

カ ン パ ニ ー

中 部 ・ 関 西

第１カンパニー

中 部 ・ 関 西

第２カンパニー

オーバーシーズ・

ソリューション

カンパニー

システム・

ソリューション

カンパニー

計

市場分野別

自動車 2,315,007 137,097 11,535,980 7,661,003 2,804 21,651,892

ＦＡ・工作

機械
393,677 5,307,284 21,554 850,225 18,935 6,591,677

情報通信 318,854 293,914 25,776 4,632,730 626 5,271,902

環境 191,806 688,156 6,756 23,997 155,172 1,065,888

医療 259,586 801,115 4,905 13,256 5,310 1,084,173

その他 274,614 772,413 403,188 420,344 1,825,930 3,696,491

顧客との契約

から生じる収益
3,753,546 7,999,981 11,998,161 13,601,557 2,008,779 39,362,026

収益認識の時

期別

一時点で移

転される財
3,752,533 7,998,519 11,932,838 13,601,557 － 37,285,448

一定の期間

にわたり移

転される財

1,013 1,462 65,322 － 2,008,779 2,076,578

顧客との契約

から生じる収益
3,753,546 7,999,981 11,998,161 13,601,557 2,008,779 39,362,026

外部顧客への

売上高
3,753,546 7,999,981 11,998,161 13,601,557 2,008,779 39,362,026
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2. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「会計方針に関する事項」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

であります。

3. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

(1)契約資産及び契約負債の残高等

顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首及び期末残高

は以下のとおりであります。

（単位：千円）

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 11,113,698

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 6,778,607

契約資産（期首残高） 51,117

契約資産（期末残高） 9,630

契約負債（期首残高） 14,394

契約負債（期末残高） 2,406

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含

まれていた額は、14,394千円であります。

契約資産は、主に設備工事やソフトウエア・システム開発の請負契約につ

いて期末日時点での進捗度に基づいて測定した履行義務の充足部分と交換に

受取る対価に対する権利のうち、顧客との契約から生じた債権を除いたもの

です。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社の権利が無条件になっ

た時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられます。

契約負債は、主に、請負契約及び保守メンテナンスサービス契約における

顧客からであります。
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(2)残存履行義務に配分した取引価格

当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあた

って実務上の便法を適用し、当初に予想される契約期間が１年以内の契約に

ついて注記の対象に含めておりません。また、当初に予想される契約期間が

１年を超える重要な契約がないため、記載を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 8,811円60銭

2. １株当たり当期純利益 187円36銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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企業結合に関する注記

連結子会社の吸収合併

当社は、2025年１月30日開催の取締役会決議に基づき、2025年４月１日を効力発生

日として、当社100％出資の連結子会社であった東海オートマチックス株式会社を吸収

合併いたしました。

合併の概要は以下のとおりであります。

１ 取引の概要

（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

（存続会社）

名称 東海エレクトロニクス株式会社

事業の内容 １.社会インフラ向けシステムの開発と販売

２.電子デバイス、半導体デバイス、高機能材料の開発と販売

３.ソフトウエア、組込モジュールの開発と販売

（消滅会社）

名称 東海オートマチックス株式会社

事業の内容 アセンブリ製品、コンポーネント製品販売

（２）企業結合日 2025年４月１日

（３）企業結合の法的形式

当社を存続会社とする吸収合併方式とし、東海オートマチックス株式会社

は解散いたしました。

（４）結合後企業の名称 東海エレクトロニクス株式会社

（５）その他取引の概要に関する事項

当社は、更なる業務品質の向上や経営の効率化を図るため、当社の100％連結

子会社であった東海オートマチックス株式会社を吸収合併いたしました。

２ 実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）

及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引と

して処理しております。
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科　　目 金　　額

（資産の部）

流動資産 13,837,259

現金及び預金 6,303,599

受取手形 979

売掛金 4,118,627

電子記録債権 729,763

商品 2,436,493

その他 247,797

固定資産 9,712,858

有形固定資産 2,408,368

建物 395,975

構築物 15,780

車両運搬具 2,863

工具、器具及び備品 90,763

土地 1,902,985

無形固定資産 14,873

投資その他の資産 7,289,615

投資有価証券 2,528,455

関係会社株式 3,842,551

その他 918,607

資産合計 23,550,117
（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

科　　目 金　　額

（負債の部）
流動負債 7,601,216
買掛金 2,450,856
電子記録債務 1,310,209
1年内返済予定の長期借入金 3,000,000
未払法人税等 20,318
賞与引当金 169,620
役員賞与引当金 180,989
その他 469,222

固定負債 1,147,734
繰延税金負債 621,334
関係会社事業損失引当金 190,779
退職給付引当金 317,422
その他 18,198

負債合計 8,748,950
(純資産の部)
株主資本 13,978,600
資本金 3,075,396
資本剰余金 2,511,078
資本準備金 2,511,009
その他資本剰余金 68

利益剰余金 8,902,538
利益準備金 248,136
その他利益剰余金 8,654,402
別途積立金 5,483,000
繰越利益剰余金 3,171,402

自己株式 △510,411
評価・換算差額等 702,959
その他有価証券評価差額金 1,365,735
土地再評価差額金 △662,775

新株予約権 119,607
純資産合計 14,801,167
負債・純資産合計 23,550,117

（単位：千円）

貸借対照表
（2026年3月31日現在）

－　22　－



科　　目 金 額

売上高 25,912,705
売上原価 22,250,876
売上総利益 3,661,829
販売費及び一般管理費 3,491,347
営業利益 170,481
営業外収益
受取利息 5,466
受取配当金 340,672
仕入割引 4,959
為替差益 27,259
不動産賃貸料 48,596
その他 29,338 456,293

営業外費用
支払利息 30,807
不動産賃貸原価 14,735
その他 368 45,911

経常利益 580,863
特別利益
抱合せ株式消滅差益 363,609 363,609

特別損失
関係会社株式評価損 14,196
関係会社事業損失引当金繰入額 124,232 138,429
税引前当期純利益 806,043
法人税、住民税及び事業税 43,400
法人税等調整額 94,784 138,184
当期純利益 667,858

（注）記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

（単位：千円）

損益計算書
（2025年4月1日から2026年3月31日まで）
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株主資本等変動計算書
（2025年４月１日から2026年３月31日まで）

（単位:千円）

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本剰
余金

資本剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 3,075,396 2,511,009 57 2,511,066 248,136 5,383,000 2,844,478 8,475,614

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 100,000 △100,000 －

剰余金の配当 △240,935 △240,935

当期純利益 667,858 667,858

自己株式の取得

自己株式の処分 11 11

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 11 11 － 100,000 326,923 426,923

当 期 末 残 高 3,075,396 2,511,009 68 2,511,078 248,136 5,483,000 3,171,402 8,902,538

株主資本 評価・換算差額等

新株
予約権

純資産合計
自己株式

株主資本
合計

その他有
価証券評
価差額金

土地再評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △517,337 13,544,739 919,757 △662,775 256,982 112,952 13,914,675

当 期 変 動 額

別途積立金の積立 － －

剰余金の配当 △240,935 △240,935

当期純利益 667,858 667,858

自己株式の取得 △153 △153 △153

自己株式の処分 7,079 7,090 7,090

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

445,977 － 445,977 6,654 452,631

当期変動額合計 6,925 433,860 445,977 － 445,977 6,654 886,492

当 期 末 残 高 △510,411 13,978,600 1,365,735 △662,775 702,959 119,607 14,801,167
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社株式 移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

①市場価格のない株式等
以外のもの

時価法
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定しております。）

②市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

2. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切
下げの方法により算定しております。）

3. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

(リース資産を除く)
定率法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物 10～50年

構 築 物 10～20年

車 両 運 搬 具 ６年

工具、器具及び備品 ２～20年

(2) 無形固定資産
(リース資産を除く)

定額法
なお、ソフトウエア(自社利用分)については、
社内における利用可能期間(５年)に基づいてお
ります。

(3) リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る
リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす
る定額法を採用しております。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。
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5. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。な

お、当事業年度末における計上はありません。

(2) 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、支給見込額を計上しております。

(3) 役員賞与引当金 役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計

上しております。

(4) 関係会社事業損失引当金 関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社

の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上

しております。

(5) 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末

における退職給付債務の見込額及び年金資産の

実績額に基づき、当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。な

お、退職給付債務の算定は簡便法によっており

ます。
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6.収益及び費用の計上基準

当社は、顧客との契約に含まれる別個の財又はサービスを識別し、これを取

引単位として履行義務を識別しております。当社では、通常の商取引において、

仲介業者又は代理人としての機能を果たす場合があるため、履行義務の識別に

あたっては本人か代理人かの検討を行っており、自らの約束の性質が、特定さ

れた財又はサービスを自ら提供する履行義務である場合には本人と判定してお

ります。

一方、一部の有償支給取引については、部材の提供を受け、他の当事者に引

渡し加工することにより顧客要求の製品となるよう手配する履行義務である場

合には代理人として判定しております。本人か代理人かの検討に際しては、下

記の指標に基づき総合的に判断しております。

・当社が、特定された財又はサービスを提供する約束の履行に対する主たる

責任を有している。

・特定された財又はサービスが顧客に移転される前、又は顧客への支配の移

転の後に、当社が在庫リスクを有している。

・特定された財又はサービスの価格の設定において当社に裁量権がある。

当社が本人に該当する取引である場合には、履行義務を充足する時点、又は

充足するにつれて、特定された財又はサービスと交換に権利を得ると見込んで

いる対価の総額で収益を認識しております。また、当社が代理人に該当する取

引である場合には、履行義務を充足する時点、又は充足するにつれて、特定さ

れた財又はサービスが当該他の当事者によって提供されるように手配すること

で権利を得ると見込まれる対価の純額で収益を認識しております。これらの取

引については、一時点で履行義務が充足される契約については、顧客に引き渡

された時点又は顧客が検収した時点で収益を認識し、一定期間にわたり履行義

務が充足される契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り収益を

認識しております。なお、出荷から引き渡しまでごく短期間で行われる国内の

販売については、出荷した時点において当該商品の支配が顧客に移転されると

判断し、出荷時点で収益を認識しております。

収益は、顧客との契約に示されている対価に基づいて測定され、財又はサー

ビスに対する支配を顧客に移転した時点で収益を認識しております。履行義務

の対価は、履行義務を充足してから主として一年以内に受領しており、重要な

金融要素を含んでおりません。
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7. 重要なヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法 為替予約取引について振当処理の要件を満たし

ておりますので、振当処理によっております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約取引

ヘッジ対象…外貨建債権及び外貨建予定取引

(3) ヘッジ方針 外貨建債権及び外貨建予定取引の一部について、

為替予約を付し、為替変動リスクをヘッジして

おります。

(4) ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引について為替相場の変動によるキ

ャッシュ・フローの変動を完全に相殺するもの

と想定されるため、有効性評価は省略しており

ます。
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会計上の見積りに関する注記

１.棚卸資産の評価

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

以下のとおり、棚卸資産に係る収益性の低下に伴う簿価切下額を計上して

おります。

科目名 金額

売上原価※ 25,676千円

※前事業年度における棚卸資産評価損の戻入益は加味しておりません。

なお、得意先からの指示に基づき通常流動在庫とは区分して補給品として登

録を行い、期間定額償却を行っている棚卸資産評価損も含まれています。

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」の１.(2)に記

載した内容と同一であります。

２.繰延税金資産の回収可能性

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

金額

繰延税金資産 －

繰延税金負債 621,334千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）」の２.(2)に記

載した内容と同一であります。
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貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 1,328,581千円

上記減価償却累計額には、有形固定資産の減損損失累計額が含まれております。

2. 取引保証金の代用として差し入れている資産

投 資 有 価 証 券 123,505千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 877,378千円

短 期 金 銭 債 務 108,484千円

損益計算書に関する注記

1. 関係会社との営業取引高

売 上 高 2,161,016千円

仕 入 高 3,103,011千円

販売費及び一般管理費 31,627千円

2. 関係会社との営業取引以外の取引高 307,338千円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度末
株式数

普通株式 248,468株 55株 3,400株 245,123株

（注) １．普通株式の自己株式の株式数の増加55株は単元未満株式の買取りによる増
加であります。

２. 普通株式の自己株式の株式数の減少3,400株はストックオプションの行使
による減少であります。
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税効果会計に関する注記

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

繰 延 税 金 資 産

商 品 9,877千円

未 払 事 業 税 6,357千円

賞 与 引 当 金 53,430千円

未 払 費 用 17,104千円

関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 60,095千円

退 職 給 付 引 当 金 99,988千円

投 資 有 価 証 券 評 価 損 15,945千円

関 係 会 社 株 式 評 価 損 242,653千円

減 価 償 却 費 97,039千円

減 損 損 失 30,579千円

そ の 他 44,187千円

繰 延 税 金 資 産 小 計 677,258千円

評 価 性 引 当 額 △677,258千円

繰 延 税 金 資 産 合 計 －千円

繰 延 税 金 負 債

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △617,485千円

未 収 事 業 税 △3,848千円

繰 延 税 金 負 債 合 計 △621,334千円

繰延税金資産(△負債)の純額 △621,334千円

2.再評価に係る繰延税金資産の内訳

再評価に係る繰延税金資産 208,774 千円

評価性引当額 △208,774 千円

合計 －千円
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関連当事者との取引に関する注記

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

TOKAI

ELECTRONICS

PHILIPPINES,

INC.

所有
直接100.0%

売買取引
商品の販売
(注)

901,887 売掛金 239,457

子会社
東海精工（香港）

有限公司

所有
直接100.0％

売買取引
商品の購入
(注)

2,640,015 買掛金 58,809

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針

に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 6,941円18銭

2. １株当たり当期純利益 315円75銭

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

企業結合に関する注記

連結注記表「企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。
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